






税額控除対象寄附金認定申請書





（宛先）京都市長�
年　　　月　　　日　　�
�
主たる事務所の所在地�
名称及び代表者名


　


　


　　　　電話　　　　―�
�



京都市市税条例第２７条の６第４項の認定を受けたいので、京都市市税条例施行細則第４条の３の２第２項の規定により申請します。�
�
所得税の寄附金控除の根拠となる法令の条項�
□所得税法第７８条第２項第２号


□所得税法第７８条第２項第３号


□所得税法第７８条第３項


□租税特別措置法第４１条の１８の２第１項�
�
所得税の寄附金控除の対象となる期間�
年　月　日から　年　月　日まで�
�
寄附金を受けて行おうとする事業の内容�
（事業の目的）�
�
�
（活動区域）�
�
�
（具体的な事業内容）�
�
上記の寄附金が市民の福祉の増進に寄与する理由�
�
�
注１　該当する□には、レ印を記入してください。


２　所得税の寄附金控除の対象となる期間の欄は、当該期間が定められている場合に記入してください。


　　








